
「
総
括
表
」
と
「
給
与
支
払
報
告
書
」
は
、

令
和
7
年
1
月
31
日
ま
で
に
ご
提
出
く
だ
さ
い
。

令
和
7
年
度
給
与
支
払
報
告
書（
総
括
表
）に
つ
い
て

≪
提
出
時
の
ご
案
内
≫

①
給
与
支
払
報
告
書

（
総
括
表
）

②
普
通
徴
収
へ
の
切
替
理
由
書

（
仕
切
紙
）

提
出
時
の
ご
案
内

こ
の
部
分
を
切
り
取
っ
て
表
紙
と
し

て
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

こ
の
部
分
を
切
り
取
っ
て
切
替
理
由

を
記
入
し
、
給
与
か
ら
引
き
去
り
で

き
な
い
人
の
給
与
支
払
報
告
書
を

綴
っ
て
く
だ
さ
い
。

　
日
ご
ろ
か
ら
、
税
務
行
政
に
つ
き
ま
し
て
は
、
格
別
の
ご
理
解
と

ご
協
力
を
い
た
だ
き
厚
く
お
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　
さ
て
、
給
与
支
払
報
告
書
の
提
出
に
際
し
ま
し
て
は
、
事
務
効
率
化

の
た
め
、
本
状
の
総
括
表
を
ご
使
用
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し

上
げ
ま
す
。

　
ま
た
、
税
理
士
等
へ
依
頼
さ
れ
る
場
合
は
、
こ
の
用
紙
を
お
渡
し
く

だ
さ
い
。

　
提
出
方
法
に
つ
い
て
は
下
記
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

※
総
括
表
の
記
載
内
容
に
変
更
が
あ
る
場
合
は
、
正
し
い
も
の
に
朱
書

　
き
で
訂
正
し
て
く
だ
さ
い
。

＜
お
問
い
合
わ
せ
先
＞

〒
52
0-
30
88
　
滋
賀
県
栗
東
市
安
養
寺
一
丁
目
13
番
33
号

①
総
括
表

②
切
替
理
由
書

栗
東
市
役
所
　
市
民
部
税
務
課
市
民
税
係

T
EL
（
07
7）
55
1-
01
06
（
直
通
）

♦
　
個
人
別
明
細
書
は
、
受
給
者
一
人
に
つ
き
各
１
枚
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

♦
　
前
々
年
に
お
け
る
給
与
の
源
泉
徴
収
票
の
税
務
署
へ
の
提
出
枚
数
が
「
10
0枚
以
上
」
で
あ
る
と
き
は
、
eL
T
A
X
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
よ
る
提
出

が
義
務
化
さ
れ
て
い
ま
す
。

♦
　
住
所
は
本
人
の
令
和
７
年
１
月
１
日
時
点
の
住
所
地
を
お
確
か
め
の
う
え
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

♦
　
受
給
者
氏
名
の
フ
リ
ガ
ナ
と
生
年
月
日
は
、
本
人
に
確
認
の
う
え
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

♦
　
中
途
就
職
者
の
報
告
に
前
職
分
の
給
与
を
含
ん
で
い
る
場
合
は
、
就
職
年
月
日
を
記
入
の
う
え
、
そ
の
支
払
者
・
支
払
額
等
を
摘
要
欄
に
記
入
し
て

く
だ
さ
い
。

♦
　
摘
要
欄
に
所
得
税
の
定
額
減
税
控
除
済
額
、
控
除
し
き
れ
な
か
っ
た
額
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

　
　
（
例
：「
源
泉
徴
収
時
所
得
税
減
税
控
除
済
額
30
,00
0円
、
控
除
外
額
０
円
」
）

　
　
ま
た
、
非
控
除
対
象
配
偶
者
（
納
税
義
務
者
本
人
の
合
計
所
得
金
額
が
1,0
00
万
円
超
で
、
か
つ
、
配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額
が
48
万
円
以
下
の
者
）

分
を
年
調
減
税
額
の
計
算
に
含
め
た
場
合
に
は
、
上
記
に
加
え
て
「
非
控
除
対
象
配
偶
者
減
税
有
」
と
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
摘
要
欄
へ
の

記
載
に
当
た
っ
て
は
、
定
額
減
税
に
関
す
る
事
項
を
最
初
に
記
載
す
る
な
ど
、
書
き
き
れ
な
い
こ
と
が
な
い
よ
う
留
意
し
て
く
だ
さ
い
。

♦
　
額
の
大
小
に
か
か
わ
ら
ず
、
令
和
６
年
中
に
退
職
し
た
人
も
退
職
年
月
日
を
記
入
の
う
え
、
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

♦
　
本
状
は
、
令
和
６
年
度
の
課
税
実
績
等
に
よ
り
作
成
し
て
い
ま
す
の
で
、
該
当
者
が
無
い
場
合
は
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
せ
ん
。

♦
　
控
除
対
象
扶
養
親
族
又
は
16
歳
未
満
の
扶
養
親
族
が
５
人
以
上
い
る
場
合
、
摘
要
欄
に
扶
養
者
の
氏
名
を
記
入
し
、
「
５
人
目
以
降
の
控
除
対
象
扶

養
親
族
の
個
人
番
号
」
欄
又
は
「
５
人
目
以
降
の
16
歳
未
満
の
扶
養
親
族
の
個
人
番
号
」
欄
に
個
人
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

♦
　
給
与
支
払
報
告
書
を
提
出
し
た
後
に
、
特
別
徴
収
該
当
者
に
退
職
等
の
異
動
が
生
じ
た
と
き
は
、
必
ず
給
与
所
得
者
異
動
届
出
書
を
提
出
し
て
く
だ

さ
い
。
な
お
、
現
在
の
特
別
徴
収
納
入
先
と
給
与
支
払
報
告
書
提
出
先
の
市
区
町
村
が
異
な
る
場
合
、
そ
れ
ぞ
れ
の
市
区
町
村
に
給
与
所
得
者
異
動

届
出
書
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

♦
　
給
与
支
払
報
告
書
提
出
後
に
訂
正
や
追
加
が
あ
っ
た
と
き
は
、
総
括
表
上
部
・
個
人
別
明
細
書
摘
要
欄
に
そ
れ
ぞ
れ
に
朱
書
き
で
「
訂
正
分
」
又
は

「
追
加
分
」
と
明
記
し
た
う
え
、
再
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

♦
　
他
の
総
括
表
を
使
用
さ
れ
る
場
合
で
も
、
本
状
の
総
括
表
を
併
せ
て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

♦
　
eL
T
A
X
等
を
利
用
し
て
提
出
さ
れ
る
場
合
は
、
紙
媒
体
の
総
括
表
・
個
人
別
明
細
書
の
提
出
は
不
要
に
な
り
ま
す
。

♦
　
eL
T
A
X
に
よ
り
給
与
支
払
報
告
書
を
提
出
い
た
だ
く
場
合
に
も
、
必
ず
指
定
番
号
の
入
力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
ハ
イ
フ
ン
は
使
用
し
な
い
よ

う
に
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
　
例
）
12
34
5-
6　
→
　
12
34
56

令
和
７
年
度
給
与
支
払
報
告
書
の
提
出
に
つ
い
て
（
お
願
い
）

　 給与支払報告書（総括表）

　 個人住民税の普通徴収への切替理由書（仕切紙）栗東市長　様
指　定　番　号

受給者総人員

提出市町村数

≪給与支払報告書（総括表）の記入について≫

控あり

≪重要≫

①特別徴収

計
（①＋②）

②普通徴収

担当者
電　話　　　　（　　　　）　　　内線

電　話　　　　（　　　　）　　　

給与支払者の
名称（氏名）

特 別 徴 収
関 係 書 類
の 送 付 先

給与支払者
所　在　地

連　絡　先

〒

〒　　　

給与支払者が
法人である場合
の代表者氏名

関与税理士等
の氏名又は
名称ならびに
電 話 番 号

フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ

人

人

人

人

事業種目

令和　　年　　月　　日提出
（　新規　・　追加　・　訂正　）

提出期限　令和７年１月31日
市町村コード：２５２０８５

栗
東
市
へ
の
報
告
人
数

１　「給与支払者の個人番号又は法人番号」欄には、法人事業所の場合は法人番号を、個人事業主の場合は
個人番号を記入してください。なお、個人番号を記入する場合は、左側を 1 文字空けて右詰めで記入し
てください。

２　普通徴収とする場合、普通徴収への切替理由書の提出が必要です。提出がない場合又は該当する理由が
ない場合は、特別徴収の対象者となります。

３　所在地、名称等に変更や誤りがありましたら、朱書き訂正をお願いします。
４　個人事業主の方は、個人番号及び身元確認書類の提示又は提出が必要です。

切替理由
（下記５項目以外の理由は特別徴収となります）

退職者又は給与支払報告書を提出した年の
５月31日までの退職予定者

給与が少なく（給与収入が９３万円以下）、
個人住民税を特別徴収しきれない者

他から支給される給与から個人住民税が特別徴収され
ている者（乙欄該当者）

給与の支払期間が不定期
（例：給与の支払が毎月ではない）

専従者給与を支給されている者
（個人事業主のみ該当）

普通徴収　合計人数

人数略号

人ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

①　普通徴収とする場合は、個人別明細書の摘要欄に必ず略号（ａ・ｂ等）を記入して
ください。

②　ただし、ａ（退職者・退職予定者）ならびにｄ（乙欄該当者）は所定の欄にその旨の
記入があれば省略可です。

③　①②の記入がない場合は、特別徴収での取り扱いとなりますので、ご了承ください。
④　切替理由が確認できない従業員は、特別徴収の対象となります。

≪留意点≫
①　この切替理由書は、普通徴収対象者の給与支払報告書（個人別明細書）の上につけ
て提出してください。（特別徴収のみの場合は不要）

②　総括表の普通徴収欄の人数と切替理由書の合計人数が一致すること、及び個人別明
細書の摘要欄に略号の記入があることを必ずご確認ください。

③　ａからｅ以外の切替理由は認められません。

8-
K
P
11
90
 M
5 
20
24
/1
0/
11
  栗
東
市
　
給
与
支
払
報
告
書
（
総
括
表
）　

個
人
別
明
細
書

（
特
別
徴
収
分
）

個
人
別
明
細
書

（
普
通
徴
収
分
）

理
由
書
・
摘
要
欄
記
入
分

給与の支払期間 年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで

給与支払者の個人番号又は法人番号

※送付先の新規設定・変更がある場合のみ記入

課 係

住民税を給与から
差し引きする人数

普通徴収への切替
理由書に記載した
人数

特別徴収する
場合、納入書
の送付は必要
ですか。

中 途 入 社 の 人 の
前職分などは含ん
でいますか。

摘要欄にその旨の
記載はありますか。

受給者の生年月日
及 び フリガ ナ は
記入しましたか。

（他市の受給者数も含む）

必要

不要

はい
いいえ

はい
いいえ

はい
いいえ

人

人

人

人

人（総括表の②普通徴収欄の人数と一致します。）

普通徴収として取り扱うべき給与受給者の人数と切替理由ごとの内訳は下記のとおりです。

控なし

07
07
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